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STEP１-１ 基本情報STEP１-１ 基本情報
組合コード 23927
組合名称 東京都木材産業健康保険組合
形態 総合
業種 飲食料品以外の小売業

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
被保険者数
* 平均年齢は
特例退職被保
険者を除く

20,600名
男性73.5%

（平均年齢44.1歳）*
女性26.5%

（平均年齢41.4歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*

-名
男性-%

（平均年齢-歳）*
女性-%

（平均年齢-歳）*
特例退職被保険
者数

0名 -名 -名

加入者数 39,966名 -名 -名
適用事業所数 820ヵ所 -ヵ所 -ヵ所
対象となる拠点
数

1,200ヵ所 -ヵ所 -ヵ所

保険料率
*調整を含む

91.0‰ -‰ -‰

健康保険組合と事業主側の医療専門職
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人) 常勤(人) 非常勤(人)

健保組合 顧問医 0 0 - - - -
保健師等 0 0 - - - -

事業主 産業医 0 2 - - - -
保健師等 1 1 - - - -

第2期における基礎数値
特定健康診査実施率
(特定健康診査実施者数÷
特定健康診査対象者数)

全体 11,010 ∕ 18,170 ＝ 60.6 ％
被保険者 9,010 ∕ 12,876 ＝ 70.0 ％
被扶養者 2,000 ∕ 5,384 ＝ 37.1 ％

特定保健指導実施率
(特定保健指導実施者数÷
特定保健指導対象者数)

全体 300 ∕ 2,000 ＝ 15.0 ％
被保険者 250 ∕ 1,300 ＝ 19.2 ％
被扶養者 50 ∕ 700 ＝ 7.1 ％

平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人
当たり金額（円） 予算額(千円) 被保険者一人

当たり金額（円）

保健事業費

特定健康診査事業費 56,390 2,737 - - - -
特定保健指導事業費 6,500 316 - - - -
保健指導宣伝費 19,226 933 - - - -
疾病予防費 461,940 22,424 - - - -
体育奨励費 3,500 170 - - - -
直営保養所費 0 0 - - - -
その他 20,201 981 - - - -
　
小計　…a 567,757 27,561 0 - 0 -
経常支出合計　…b 11,223,848 544,847 - - - -
a/b×100 （%） 5.06 - -
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男性（被保険者）男性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 147人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 923人 25〜29 1,213

人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人

30〜34 1,307
人 35〜39 1,440

人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人

40〜44 2,068
人 45〜49 2,547

人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,962
人 55〜59 1,401

人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 1,065
人 65〜69 474人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人

70〜74 215人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被保険者）女性（被保険者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 0人 5〜9 0人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人
10〜14 0人 15〜19 28人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 367人 25〜29 603人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 677人 35〜39 733人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 883人 45〜49 881人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 525人 55〜59 354人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 219人 65〜69 114人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 78人 70〜74 -人 70〜74 -人

男性（被扶養者）男性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 1,113

人 5〜9 1,265
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,511
人 15〜19 1,463

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 824人 25〜29 97人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 29人 35〜39 13人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 10人 45〜49 3人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人
50〜54 2人 55〜59 7人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人
60〜64 4人 65〜69 3人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 18人 70〜74 -人 70〜74 -人

女性（被扶養者）女性（被扶養者）
平成30年度見込み 平成31年度見込み 平成32年度見込み
0〜4 1,102

人 5〜9 1,291
人 0〜4 -人 5〜9 -人 0〜4 -人 5〜9 -人

10〜14 1,387
人 15〜19 1,403

人 10〜14 -人 15〜19 -人 10〜14 -人 15〜19 -人
20〜24 695人 25〜29 228人 20〜24 -人 25〜29 -人 20〜24 -人 25〜29 -人
30〜34 551人 35〜39 849人 30〜34 -人 35〜39 -人 30〜34 -人 35〜39 -人
40〜44 1,248

人 45〜49 1,388
人 40〜44 -人 45〜49 -人 40〜44 -人 45〜49 -人

50〜54 1,029
人 55〜59 750人 50〜54 -人 55〜59 -人 50〜54 -人 55〜59 -人

60〜64 505人 65〜69 273人 60〜64 -人 65〜69 -人 60〜64 -人 65〜69 -人
70〜74 144人 70〜74 -人 70〜74 -人

基本情報から見える特徴
１．対象となる拠点数が全国にあり、加入者も点在している。
２．３０歳代後半から５０歳代前半に加入者構成が偏っている。
３．当組合には、医療専門職が不在。
４．疾病予防費の一人当たりの金額が多い。
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STEP１-２ 保健事業の実施状況STEP１-２ 保健事業の実施状況
保健事業の整理から見える特徴保健事業の整理から見える特徴
・被扶養者における特定健康診査の受診率が低い。
・特定保健指導対象者数に対し、指導実施率が低い。

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　受動喫煙防止にかかる分煙事業
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　特定保健指導事業 　特定保健指導の重要性の周知
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行及びホームページの作成
　保健指導宣伝 　後発医薬品の差額通知
　疾病予防 　定期健診
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　巡回婦人科健診
　疾病予防 　禁煙支援事業
　疾病予防 　巡回型肺がん健診
　疾病予防 　受診勧奨による重症化予防
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助金事業
　体育奨励 　春季健康ハイキング（潮干狩り）
　体育奨励 　秋季健康ハイキング
事業主の取組事業主の取組
　1 　定期健診
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。
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職場環境の整備職場環境の整備
予
算
措
置
な
し

1
受動喫煙防止
にかかる分煙
事業

【目的】受動喫煙を防止することにより、非喫煙者の呼吸
器系疾病の予防
【概要】社内での禁煙化及び分煙化

被保険者 一部の
事業所 男女

20
〜
74

全員 0 随時 - - -

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
特
定
保
健
指
導
事
業

2
特定保健指導
の重要性の周
知

【目的】特定保健指導を受診することの重要性の意識を高
める
【概要】健診機関から対象者へ即時受診勧奨のアプローチ

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 136

・随時
・特定保健指導契約医療機関を拡充す
る際、特定健診結果を基に特定保健指
導該当者に対し、結果説明の際に特定
保健指導についての説明をし、特定保
健指導受診の重要性を理解させ、初回
面談を実施する契約をする。

特定健診日当日に併せて行うことによ
り、健康意識が高まっている時に受診
者へ働きかけることができるため。受
診者にとっての利便性が向上。

- -

個別の事業個別の事業

特
定
健
康
診
査
事
業

3 特定健診 【目的】特定健診の受診率向上
【概要】人間ドック、生活習慣病健診と併せて実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 40,821

被保険者 目標者９，０１０名　
　　　　　　 受診数
　　　　　　　　　　１０，７６７名
　　　　　　 受診率
　　　　　　　　　　　１１９．５％
被扶養者 目標者２，０００名　
　　　　　　 受診数
　　　　　　　　　　　２，４０１名
　　
　　　　　　 受診率
　　　　　　　　　　　　　１２０％

被保険者は人間ドック等に併せて実施
しているため

健診結果の提供に関する契約ができて
いない医療機関がある 5

特
定
保
健
指
導
事
業

- 特定保健指導 【目的】特定保健指導の実施率向上
【概要】契約医療機関にて勧奨

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

基準該
当者 2,950

目標者　　　　２２５名　　
積極的支援　　　６８名
動機づけ支援　　９６名　　
受診率　　　７２．８％

―
・周知不足
・対象者の保健指導に対する理解不足
・参加機会の不足

1

保
健
指
導
宣
伝

-
機関誌発行及
びホームペー
ジの作成

【目的】情報発信、健康意識の醸成
【概要】機関誌（健保の運営、収支、健診等健康情報及び
公示）の発行ホームページによる情報提供

被保険者
被扶養者 全て 男女

-
〜
74

全員 1,681 機関誌　年６回発行　事業主宛送付
ホームページ　随時更新 ― ・掲載内容の充実を図る 5

- 後発医薬品の
差額通知

【目的】後発医薬品への切替促進
【概要】年１回通知

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 894 ４ヶ月に２回以上の処方受診者へ年１

回通知 ― 該当者の範囲の見直し 5

疾
病
予
防

- 定期健診 【目的】疾病の早期発見、予防
【概要】費用の一部を補助 被保険者 全て 男女

18
〜
74

全員 3,886
定期健診単独目標者 ３，１００名
受診数 　３，２３８名
受診率　 １０４．５％

契約医療機関の拡充 ― 5

- 人間ドック 【目的】疾病の早期発見、予防
【概要】費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

35
〜
74

全員 314,824
目標者　　　　１１，０００名
受診数　　　　１１，１９１名
受診率 　　　　　１０１．７％

契約医療機関の拡充 ― 5

- 生活習慣病健
診

【目的】疾病の早期発見、予防
【概要】費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

全員 80,250
目標者　　　　５，０００名
受診数　　　　５，３５０名
受診率　　　　　　１０７％

・対象年齢の引き下げ
・契約医療機関の拡充 ― 5

- 巡回婦人科健
診

【目的】婦人科疾患の早期発見、予防
【概要】費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 女性

30
〜
74

全員 16,765
目標者 　　　　　２，７００名
受診数　　　 　　３，３５３名
受診率 　　　　　１２４．２％

・巡回車を利用しての健診 ― 5

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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- 禁煙支援事業
【目的】喫煙者の生活習慣の見直し
【概要】インターネットを使用した禁煙プログラム。費用
の全額補助

被保険者 全て 男女
20
〜
74

基準該
当者 109 参加数　 　　　　３名

成功者 ０名 ―
・周知不足
・喫煙による健康への影響度の理解不
足

1

- 巡回型肺がん
健診

【目的】疾病の早期発見
【概要】費用の一部補助。巡回車を使い年１回実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

40
〜
74

全員 6,903
目標者　　　　　７５０名
受診数　　　　　 ７６７名
受診率　　　　１０２．３％

― 利便性の高い実施場所を検討 4

- 受診勧奨によ
る重症化予防

【目的】早期受診による重症化の予防
【概要】健診結果にて、糖尿病が強く疑われるにもかかわ
らず、医療機関未受診者への勧奨状を送付

被保険者
被扶養者 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 10

勧奨状送付人数　２７名
受診者数　　　　　５名
受診率　　　　　１８．５％

―
・糖尿病に対する知識不足
・自覚症状が現れないため放置してい
る

1

-
インフルエン
ザ予防接種補
助金事業

【目的】疾病の早期予防
【概要】費用の一部補助

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 4,185
目標者数　　　　　４，０００名
補助金申請者数 　　４，１８５名
接種率　　 　　　　１０４．６％

― ― 5

体
育
奨
励

-
春季健康ハイ
キング（潮干
狩り）

【目的】健康増進
【概要】家族参加型ハイキングの実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 686
募集人数　　４００名
参加者数　　２９９名
参加率　　 　７４．７５％

― 参加向上のため日程調整 3

- 秋季健康ハイ
キング

【目的】健康増進
【概要】家族参加型ハイキングの実施

被保険者
被扶養者 全て 男女

0
〜
74

全員 2,677
募集人数　 　５００名
参加者数 　　４２２名
参加率　　　８４．４％

ー ・参加向上の為に参加しやすい企画を
検討 4

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．訪問指導  ８．その他
注２) １．39%以下  ２．40%以上  ３．60%以上  ４．80%以上  ５．100%

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者

事業費事業費
(千円)(千円)

振り返り振り返り
注2)注2)
評価評価資格資格 対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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事業主の取組事業主の取組

定期健診 安衛法に基づく健診 被保険者 男女
18
〜
74
各種健診と併せて実施 ― ― 有

事業名事業名 事業の目的および概要事業の目的および概要
対象者対象者 振り返り振り返り 共同共同

実施実施資格資格 性別性別 年年
齢齢 実施状況・時期実施状況・時期 成功・推進要因成功・推進要因 課題及び阻害要因課題及び阻害要因
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STEP１１-３３ 基本分析基本分析

登録済みファイル一覧登録済みファイル一覧
記号 ファイル画像 タイトル カテゴリ コメント

ア 特定健診の実施状況（被保険者） 特定健診分析 -

イ 特定健診の実施業況（被扶養者） 特定健診分析 -

ウ 疾病分類別一人当たり医療費 医療費・患者数分析 -

エ 生活習慣病にかかる一人当たり医療費 医療費・患者数分析 -

オ 糖尿病リスクフローチャート 健康リスク分析 -

カ 脳卒中・心筋梗塞リスクフローチャート 健康リスク分析 -
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キ 事業所別 調剤医療費と後発医薬品使用率 後発医薬品分析 -
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12,171

2,958
3,163

2,251

1,712

1,203

613

271

6,531

1,655 1,741

1,199
949

666

236
85

53.7%

55.9%
55.0%

53.3%

55.4%
55.4%

38.5%

31.4%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

14,000

合計 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

特定健診の実施状況（被保険者）

特定健康診査対象者数（人） 特定健康診査受診者数（人） 健診受診率(%)
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5,283

1,303 1,346

954

726

499

301
154

1,441

372 400
306

207
106

41 9

27.3%

28.5%

29.7%

32.1%

28.5%

21.2%

13.6%

5.8%

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

全体 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

特定健診の実施状況（被扶養者）

特定健康診査対象者数（人） 特定健康診査受診者数（人） 健診受診率(%)
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6,479

14,235

1,603

11,904

5,001

4,199

5,354

1,692

15,672

20,430

8,406

6,198

7,345

6,848

2,264

1,048

933

2,580

4,585

0円 5,000円 10,000円 15,000円 20,000円 25,000円

01:感染症・寄生虫症

02:新 生 物

03:血液・造血器・免疫障害

04:内分泌・栄養・代謝疾患

05:精神・行動障害

06:神経系疾患

07:眼・付属器疾患

08:耳・乳様突起疾患

09:循環器系疾患

10:呼吸器系疾患

11:消化器系疾患

12:皮膚・皮下組織疾患

13:筋骨格系・結合組織疾患

14:腎尿路生殖器系疾患

15:妊娠・分娩・産じょく

16:周産期発生病態

17:先天奇形変形・染色体異常

18:他に分類されないもの

19:損傷・中毒・外因性

疾病分類別一人当たり医療費
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0

3

71

299

334

339

874

990

2,403

4,240

4,405

0円 500円 1000円 1500円 2000円 2500円 3000円 3500円 4000円 4500円 5000円

動脈閉塞

高血圧性腎臓障害

肝機能障害

人工透析（高血圧）

人工透析（糖尿病）

高尿酸血症

脳血管障害

虚血性心疾患

高脂血症

糖尿病

高血圧症

生活習慣病にかかる一人当たり医療費
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糖尿病リスクフローチャート

人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

67 1.05 173 2.27

[再掲]8.4%～ 4 0.32 27 2.17 39 0.61 70 0.92

7.4%～ 10 0.80 96 7.71

61 0.96 151 1.98

6.9～7.3% 18 1.45 57 4.58 36 0.56 111 1.45

6.5～6.8% 35 2.81 55 4.42

29.50

6.0～6.4% 137 11.00 52 4.18 0 0.00 441 7.09 630 8.26

4 0.06 1,880 30.22 2,2515.6～5.9% 349 28.03 18 1.45

HbA1c合計

HbA1c 数値

～5.5% 412 33.09 6 0.48 2 0.03 3,894 62.59 4,314 56.54

*糖尿病治療の服薬なし *糖尿病治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

961 77.19 284 22.81 6 0.10 6,215 99.90

HbA1c実施者数 7,630  実施率 95.71 *服薬あり/なしは、問診回答で判定

HbA1c6.5%以上 HbA1c6.4%以下

164 2.57 6,221 97.43

*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症

 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

1,245 16.32 6,385 83.68
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脳卒中・心筋梗塞リスクフローチャート

人 %

人 % 人 %

人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

人 % 人 % 人 % 人 %

血圧測定実施者数 7,972  実施率 100.00 *服薬あり/なしは、問診回答で判定
*3疾患治療の服薬ありは、糖尿病、高血圧症、脂質異常症
 いずれか1つ以上の治療薬の服薬ありを指す

*3疾患治療の服薬あり *3疾患治療の服薬なし

1,314 16.48 6,658 83.52

140≦SBPまたは90≦DBP SBP＜140かつDBP＜90

819 12.30 5,839 87.70

*高血圧治療の服薬なし *高血圧治療の服薬あり 特定保健指導終了者 特定保健指導未実施者

353 26.86 961 73.14 5 0.09 5,834 99.91

血圧　合計

血圧

SBP＜130 &

245 18.65 457 34.78 3 0.05 5,146 88.13 5,851 73.39DBP＜85mmHg

130≦SBP＜140

59 4.49 231 17.58 2 0.03 688 11.78 980 12.2985≦DBP＜90

140≦SBP＜160

42 3.20 220 16.74 610 9.16 872 10.9490≦DBP＜100

167 2.51 215 2.70100≦DBP＜110

160≦SBP＜180

5 0.38 43 3.27

42 0.63 54 0.68110≦DBP

180≦SBP

2 0.15 10 0.76
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0.00% 0.00% 0.00%

89.58%

73.98%

65.86%

76.15% 77.10%

71.92%
74.44%

70.48%

75.88% 75.84%

70.79% 69.30%

62.52%

57.71%
60.03%

64.61%

73.01%

62.33%

71.97%

65.16%

75.03%

70.71%

67.03%

70.10%

58.70%
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100.00%

0～4歳 5～9歳 10～14歳 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳 55～59歳 60～64歳 65～69歳 70～74歳

被保険者 被扶養者

後発医薬品使用率
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STEP２ 健康課題の抽出STEP２ 健康課題の抽出
No. STEP1

対応項目 基本分析による現状把握から見える主な健康課題 対策の方向性 優先すべき
課題

1 特定健診受診率が伸びない  事業主と協力し、特定健診の受診促進を行う。
また長期未受診者の対策を講じる。

2
・一人当たり医療費は、「呼吸器系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」「糖尿病」「高脂血症」にかかる一人当た
り医療費が高い

 「循環器系」「内分泌・栄養・代謝疾患」は予防対策が可能であり、特
定健診データからリスク者を特定できるため、最も介入効果が見込める
疾病と位置づけ対策を講じていく。



3 血圧値や血糖値が受診勧奨レベルであるにもかかわらず未受診
者が多く存在する。  未受診者に対し、健診結果を活用し、早期に治療するよう受診勧奨を行

うことを検討する。
4 当初（平成25年開始）に比べて後発医薬品への切り替え率が年々減少傾向。  ・広報（パンフレット他）による後発医薬品に対する認知度のUP。

・差額通知を送付する時期の検討。

基本情報基本情報
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・対象となる拠点数が全国にあり、加入者も点在している。
・３０歳代後半から５０歳代前半に加入者構成が偏っている。  加入者が全国に点在する当健康保険組合では、個々の加入者に直接的に働きかけること

は困難であるため、事業主との協働（コラボヘルス）が必須である。まずは母体企業を
重要協働先と位置づけ、協力的な事業所との事例づくりから開始。

保健事業の実施状況保健事業の実施状況
No. 特徴 対策検討時に留意すべき点

1
・被扶養者における特定健康診査の受診率が低い。
・特定保健指導対象者数に対し、指導実施率が低い。  ・事業所と協力し、被保険者を通じて受診を促す

・事業主との協働（コラボヘルス）により、受診しやすい職場の環境整備・受診への働
きかけを促す。

ア，イ

ウ，エ

オ，カ

キ
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STEP３ 保健事業の実施計画STEP３ 保健事業の実施計画

事業の一覧事業の一覧
職場環境の整備職場環境の整備
　予算措置なし 　受動喫煙防止にかかる分煙事業
加入者への意識づけ加入者への意識づけ
　特定保健指導事業 　特定保健指導の重要性の周知
個別の事業個別の事業
　特定健康診査事業 　特定健診
　特定保健指導事業 　特定保健指導
　保健指導宣伝 　機関誌発行及びホームページの作成
　保健指導宣伝 　後発医薬品の差額通知
　疾病予防 　定期健診
　疾病予防 　人間ドック
　疾病予防 　生活習慣病健診
　疾病予防 　巡回婦人科健診
　疾病予防 　巡回型肺がん健診
　疾病予防 　受診勧奨による重症化予防
　疾病予防 　インフルエンザ予防接種補助金事業
　体育奨励 　春季健康ハイキング（潮干狩り）
　体育奨励 　秋季健康ハイキング
※事業は予算科目順に並び替えて表示されています。

事業全体の目的事業全体の目的
「高血圧」「糖尿病」「高脂血症」等の生活習慣病を予防し、一人当たり医療費を低減させることを目的とする。

事業全体の目標事業全体の目標
ハイリスク者の特定保健指導受診率を向上させる。
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職場環境の整備職場環境の整備
0 0 0 - - -

予
算
措
置
な
し

1 既
存

受動喫煙防止
にかかる分煙
事業

母体企
業 男女

20
〜
74

加入者
全員 ２ ケ - ア - 社内での禁煙化及び分煙

化 継続 継続 継続 継続 継続 受動喫煙を防止することにより、非喫煙者
の呼吸器系疾患の予防

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

喫煙者に対し受動喫煙の影響を周知(【実績値】-　【目標値】平成30年度：85％　平成31年度：85％　平成32年度：90％　平成33年度：90％　平成34年度：95％　
平成35年度：95％)-

-
(アウトカムは設定されていません)

加入者への意識づけ加入者への意識づけ
- - - - - -

特
定
保
健
指
導
事
業

2 既
存

特定保健指導
の重要性の周
知

全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 ３ ケ,コ - ア,キ,コ -

加入者全員に対し自らの
健康状況や生活習慣病改
善の必要性を認識しても
らい、行動変容につなが
るよう、事業主と協働し
積極的かつ継続的に加入
者へ周知する。

継続 継続 継続 継続 継続 加入者一人ひとりに健康に対する意識を高
めてもらう

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

事業主との協動(【実績値】-　【目標値】平成30年度：40％　平成31年度：46％　平成32年度：52％　平成33年度：55％　平成34年度：60％　平成35年度：65％)- -
(アウトカムは設定されていません)

個別の事業個別の事業
56,390 - - - - -

特
定
健
康
診
査
事
業

3

既
存(

法
定)

特定健診 全て 男女
40
〜
74

加入者
全員 １ ケ - ア,キ -

・拠点数が全国に点在し
ているため、事業主と協
力し、より受診しやすい
体制を構築するするため
利便性の高い医療機関と
の契約を拡充する。

・広報誌又はホームペー
ジでの受診への理解
・事業主への啓発活動
・引き続き利便性の高い
健診医療機関の拡充

継続

受診率の低い被扶養者を
対象に、過去2年以上の未
受診者を抽出し、受診勧
奨案内通知を送付する際
、個別リーフレットを同
封するなどし健康意識を
向上させる。

継続 継続
特定健診案内通知等を工夫し、健康受診へ
の関心を高め、特定健診受診率向上を目指
す。

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

案内送付率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100
％)- 特定健診受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：75％　平成31年度：77％　平成32年度：78％　平成33年度：80％　平成34年度：82％　平成35年度：85％)-

6,500 - - - - -
特
定
保
健
指
導
事
業

4

既
存(

法
定)

特定保健指導 全て 男女
40
〜
74

基準該
当者 １ ケ,コ - ア,キ -

・事業主との協働（コラ
ボヘルス）により、受診
しやすい職場の環境整備
・受診への働きかけを促
す。
・契約医療機関にて健診
の機会を活用し併せて保
健指導を行う。

・事業主との協働を継続
。
特定保健指導対象者に対
して受診することの重要
性の周知を図る。
・契約医療機関にて健診
の機会を活用し併せて保
健指導を行う。

継続 継続 継続 継続
特定保健指導の実施率向上による生活習慣
病リスク保有者の生活習慣・健診状況の改
善

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

特定保健指導実施率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：30％　平成31年度：32％　平成32年度：35％　平成33年度：35％　平成34年度：37％　平成35年度：40
％)- 6か月後の改善率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：95％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：96％　平成34年度：98％　平成35年度：98％)-

1,596 - - - - -
保
健
指
導
宣
伝

5 既
存

機関誌発行及
びホームペー
ジの作成

全て 男女
18
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス -

・機関紙（健保の運営、
収支、健診等健康情報及
び公示）の発行
・ホームページのよる情
報提供

継続 継続 継続 継続 継続 加入者への情報提供 該当なし

加入者全員への周知(【実績値】-　【目標値】平成30年度：75％　平成31年度：80％　平成32年度：80％　平成33年度：82％　平成34年度：84％　平成35年度：85
％)-

-
(アウトカムは設定されていません)

1,800 - - - - -

7 既
存

後発医薬品の
差額通知 全て 男女

0
〜
74

基準該
当者 １ イ - ス -

調剤レセプト等の内容か
ら、4か月で2回以上の処
方受診者及び月額差額500
円以上の対象者を抽出し
差額通知を実施。

効果分析しその結果を基
に通知の時期・回数
などを検討。

継続 継続 継続 継続 後発医薬品に切り替えることにより自己負
担額及び医療費の削減を図る

当初（平成25年開始）に比べて後
発医薬品への切り替え率が年々減
少傾向。

切替率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　平成31年度：50％　平成32年度：50％　平成33年度：55％　平成34年度：55％　平成35年度：55％)- -
(アウトカムは設定されていません)

3,840 - - - - -
疾
病
予
防

3 既
存 定期健診 全て 男女

18
〜
74

被保険
者 １ ス - ス -

・利便性の高い医療機関
との契約を拡充。
・健診費用の補助

継続 継続 継続 継続 継続 疾病の早期発見、早期治療、健康意識の向
上 該当なし

健診案内通知送付率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年
度：100％)- 健診受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年度：95％)-

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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345,000 - - - - -

3 既
存 人間ドック 全て 男女

35
〜
74

加入者
全員 １ ス - キ -

・35歳以上の人間ドック
受診者に費用の一部補助
・契約医療機関を拡充し
利用者の利便性を図る

継続 継続
過去2年以上の未受診者に
対し本人へ通知し受診す
るよう促す。

継続 継続 健康状態の確認と、疾病の早期発見、重症
化予防に結び付ける

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

健診案内通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)　 人間ドック受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：95％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年度：95％)-

75,000 - - - - -

3 既
存

生活習慣病健
診 全て 男女

30
〜
74

加入者
全員 １ ス - キ -

・30歳以上の生活習慣病
健診受診者に費用の一部
補助
・契約医療機関を拡充し
利用者の利便性を図る

継続 継続 継続 継続 継続 健康状態の確認と、疾病の早期発見、重症
化予防に結び付ける

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

健診案内通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)- 生活習慣病健診受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：95％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年度：95％)-

5,600 - - - - -

3 既
存

巡回婦人科健
診 全て 女性

30
〜
74

加入者
全員 １ ス - キ -

・30歳以上の婦人生活習
慣病健診受診者に費用の
一部補助

継続 継続 継続 継続 継続 健康状態の確認と、疾病の早期発見、重症
化予防に結び付ける

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

健診案内通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：
100％)- 巡回婦人健診受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：95％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年度：95％)-

7,200 - - - - -

3 既
存

巡回型肺がん
健診 全て 男女

40
〜
74

加入者
全員 １ ス - キ -

・40歳以上の肺がん健診
受診者に費用の一部補助
・巡回車を使い実施

継続 継続 継続 継続 継続 巡回車を使い利便性を重視し、がんの早期
発見を目指す

・一人当たり医療費は、「呼吸器
系」「循環器系」「新生物」
が特に高く、続いて「内分泌・栄
養・代謝疾患」が高い。
・生活習慣病関連では「高血圧」
「糖尿病」「高脂血症」にかかる
一人当たり医療費が高い

目標数に対する受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：90％　平成32年度：95％　平成33年度：95％　平成34年度：100％　平成35年度
：100％)　

-
(アウトカムは設定されていません)

100 - - - - -

4 既
存

受診勧奨によ
る重症化予防 全て 男女

30
〜
74

基準該
当者 １ イ - ス -

健診結果にてHb1c及び血
糖値の数値が受診基準を
超える者で、レセプトに
糖尿病名がない者につい
て受診勧奨を通知

健診結果にてHb1c及び血
糖値の数値が受診基準を
超える者で、レセプトに
糖尿病名がない者につい
て受診勧奨を通知する。
尚、受診勧奨通知した後
も受診していない者に対
し、電話等にて受診する
よう促す。

継続
受診勧奨通知を送付した
者のうち4か月経過しても
受診履歴がない者に対し
、再度受診勧奨通知をす
る。

継続 継続 早期受診による重症化の予防
血圧値や血糖値が受診勧奨レベル
であるにもかかわらず未受診
者が多く存在する。

受診勧奨を通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度
：100％)- 医療機関受診率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：50％　平成31年度：53％　平成32年度：58％　平成33年度：60％　平成34年度：63％　平成35年度：65％)-

4,000 - - - - -

3 既
存

インフルエン
ザ予防接種補
助金事業

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - 年度内1回のみ　費用の一

部補助 継続 継続 継続 継続 継続 インフルエンザの早期予防、医療費の節減 該当なし

案内通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100
％)- 予防接種率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：80％　平成31年度：82％　平成32年度：85％　平成33年度：87％　平成34年度：88％　平成35年度：90％)医療費の節減

1,500 - - - - -
体
育
奨
励

8 既
存

春季健康ハイ
キング（潮干
狩り）

全て 男女
0

〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - 年に一度木更津にて実施 継続 継続 継続 継続 継続 健康増進 該当なし

募集通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100
％)- 募集数に対する参加率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：95％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100％)-

2,000 - - - - -

8 既
存

秋季健康ハイ
キング 全て 男女

0
〜
74

加入者
全員 １ ス - ス - 年に一度ディズニーチケ

ット等の補助等 継続 継続
参加率の推移を把握。
参加したくなる実施場所
の検討。

継続 継続 健康増進 該当なし

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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募集通知率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：100％　平成31年度：100％　平成32年度：100％　平成33年度：100％　平成34年度：100％　平成35年度：100
％)- 募集数に対する参加率(【実績値】-　【目標値】平成30年度：90％　平成31年度：90％　平成32年度：90％　平成33年度：95％　平成34年度：95％　平成35年度：95％)健康増進

注１) １．職場環境の整備  ２．加入者への意識づけ  ３．健康診査  ４．保健指導・受診勧奨  ５．健康教育  ６．健康相談  ７．後発医薬品の使用促進  ８．その他の事業
注２) １．健保組合  ２．事業主が主体で保健事業の一部としても活用  ３．健保組合と事業主との共同事業
注３) ア．加入者等へのインセンティブを付与  イ．受診状況の確認（要医療者・要精密検査者の医療機関受診状況）  ウ．受診状況の確認（がん検診・歯科健診の受診状況）  エ．ＩＣＴの活用（情報提供でのＩＣＴ活用など）  オ．専門職による対面での健診結果の説明  カ．他の保険者と共同で集計データを持ち寄って分析を実施

キ．定量的な効果検証の実施  ク．対象者の抽出（優先順位づけ、事業所の選定など）  ケ．参加の促進（選択制、事業主の協力、参加状況のモニタリング、環境整備）  コ．健診当日の面談実施・健診受診の動線活用  サ．保険者以外が実施したがん検診のデータを活用  シ．事業主と健康課題を共有  ス．その他
注４) ア．事業主との連携体制の構築  イ．産業医または産業保健師との連携体制の構築  ウ．専門職との連携体制の構築（産業医・産業保健師を除く）  エ．他の保険者との共同事業  オ．他の保険者との健診データの連携体制の構築  カ．自治体との連携体制の構築  キ．医療機関・健診機関との連携体制の構築  ク．保険者協議会との連携体制の構築

ケ．その他の団体との連携体制の構築  コ．就業時間内も実施可（事業主と合意）  サ．運営マニュアルの整備（業務フローの整理）  シ．人材確保・教育（ケースカンファレンス∕ライブラリーの設置）  ス．その他

予予
算算
科科
目目

注1)注1)
事業事業
分類分類

新新
規規
既既
存存

事業名事業名
対象者対象者 注2)注2)

実施実施
主体主体

注3)注3)
プロセスプロセス

分類分類
実施方法実施方法

注4)注4)
ストラクストラク

チャーチャー
分類分類

実施体制実施体制
予算額(千円)予算額(千円)

事業目標事業目標 健康課題との関連健康課題との関連実施計画実施計画
対象対象

事業所事業所 性別性別 年年
齢齢 対象者対象者 平成30年度平成30年度 平成31年度平成31年度 平成32年度平成32年度 平成33年度平成33年度 平成34年度平成34年度 平成35年度平成35年度

アウトプット指標アウトプット指標 アウトカム指標アウトカム指標
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